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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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信州母子保健推進センター事業
質の高い母子保健サービスを県内のどこに住んでいても受けられ
る体制を整備し、子育て世代が安心して暮らせる環境をつくる。

8.00 4,252 35 4,287

母子保健推進事業
若者への妊孕性教育により健やかな妊娠・出産を支援、また不妊
や思春期特有の問題に悩む方への相談支援体制を整備する。

2.00 4,181 161 4,342

地域療育支援施設運営事業
新生児集中治療室（NICU)の長期入院児が在宅へ円滑に移行で
きるように、後方病床の運営費を補助する。

0.10 39,975 0 39,975

公衆衛生専門学校運営費
歯科衛生士法に基づく必要な知識・技術を教授し、口腔衛生の普
及及び向上に寄与する有能な歯科衛生士を養成する。

5.00 38,593 0 38,593

58,046

妊娠・出産・育児までの子育て支援として医療給付を行い、安心し
て妊娠・出産できる体制を整備し、児童の健全育成を図る。

3.50 848,228 16,370 864,598

子どもの心身障がいの発生や死亡を防ぐとともに、難聴の早期発
見・早期療養により、子どもの健やかな成長を図る。

0.50 58,046 0

母子医療給付事業

心身障害発生予防事業

地域医療介護総合確保基金事業

周産期医療対策事業

（人） （補正前） （２月補正） （補正後）

小児初期救急医療体制整備事業
小児救急患者に対する医療の確保及び休日・夜間に集中する小
児科医の負担軽減を図り、小児初期救急医療体制を整備する。

0.10 31,252 0 31,252

小児救命救急センター運営事業
重篤な小児患者への医療を確保するため、小児専門病院に対す
る運営費の補助を行う。

0.10 70,538 0 70,538

No 30年度　実施内容（予定）
職員数 30年度

細事業名

182,792

どの医療圏においても県民が標準的な医療を等しく受けられる体
制を整備し、患者が早期に社会・在宅復帰できるよう支援する。

1.00 37,298 0 37,298

周産期医療機関の連携により母体・新生児搬送体制を確保し、高
度な周産期医療を提供する周産期システムの維持向上を図る。

0.05 179,928 2,864

補正により取り組む

事業内容

・小児慢性特定疾病にり患している児童等への医療給付の減額に係る返還
・平成29年度国庫補助金額確定に伴う返還

成果指標
設定理由

①～⑤子育て世代が地域で安心して暮らせていること並びに母子保健及び歯科保健の推進が図られていることを評価できる指標とする。

80歳で20本以上自分の歯
を持つ者の割合

41.3% 41.3%以上 41.3%以上
 概算人件費 （Ｃ） 177,669 177,669 181,890

⑤
 概算事業費（B（A）+C） 1,361,076

28年度 29年度 30補正後 指標及びその達成状況

1,354,209

小児慢性特定疾病医療費
支援児童数

1,872人
1,900人

以上
1,900人

以上22.45 22.45

①
小児救急電話相談（＃
8000）事業に納得した割合

96.40% 90%以上 90%以上

1,183,407

　その他 90,165 89,156 72,689
③

先天性代謝異常等疾患児
のフォローアップ

100% 100% 100%

 決　　算　　額（B）
④

概　算
人　件

費

 職員数（人）

②
産後うつ病スクリーニング
実施市町村数

59市町村 70市町村 75市町村

1,343,644 1,536,099

22.45

予
算
額 補正予算 -10,558 0 19,628

合計（A) 1,385,206 1,343,644

目指す姿

市町村や専門機関との連携・協働により、妊娠・出産から子育てまでの一貫した支援体制を構築することで、長野県内のどこに居住していても
質の高い母子保健・歯科保健サービスや小児医療・周産期医療の提供を受けることができ、地域で安心して暮らせる社会の実現を目指す。

（主な実施内容：母子保健及び歯科保健施策の推進、小児医療・周産期医療施策の充実など）

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円）

Aの
財源

　一般財源 593,913 563,948 594,289

　国庫支出金 701,128 690,540 687,231

　県　債

当初予算 1,395,764 1,343,644 1,334,581 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 28年度末 29年度末

30年度前年度繰越 0 0 0

部局 健康福祉部

4-2 ライフステージに応じた健康づくりの支援

課・室 保健・疾病対策課

実施期間 S40 E-mail

事業番号 05 07 01 事業改善シート （30年度実施事業分） □当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

・平成27年度に信州母子保健推進センター、平成28年度に長野県歯科保健推進センターを県庁に設置
し、市町村や専門機関との連携・協働を強化し、母子保健及び歯科保健を推進している。
・小児在宅医療の推進に向けた多職種連携や周産期医療における救急・災害対策を推進し、安心・安
全で持続可能な医療提供体制の確保を図っている。

30年度
補正後額

1,354,209 千円

職員数 22.45 人

boshi-shika@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 母子・歯科保健対策推進事業

mailto:boshi-shika@pref.nagano.lg.jp


（人） （補正前） （２月補正） （補正後）
No 30年度　実施内容（予定）

職員数 30年度
細事業名

11

12

合計 22.45 1,334,581 19,628 1,354,209

健康センター運営事業

歯科保健総合推進対策事業 8,563

健康づくり事業団に貸し付けている建物及び土地を適切に管理
し、財産の活用を図る。

0.10 13,925 0 13,925

県民の健康につながる口腔の健康づくりを推進するとともに、安
心・安全な歯科医療の提供体制を整備する。

2.00 8,365 198



事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表

05 07 01

28年度 29年度

周産期医療対策事業 ・周産期医療連絡調整協議会
直
接

・母体・新生児搬送状況等調査
・協議会開催１回

　 533 533 604 604 2,864

周産期医療対策事業

・周産期母子医療センター運営事
業
・院内助産普及に向けた人材育成
事業

補
助
金

・周産期医療提供体制整備のため周産期母子医療セン
ター８施設へ運営費を補助
・院内助産普及のため研修実施病院１病院、研修派遣
元病院４病院へ補助

　 176,522 177,324 179,324 179,324 0

地域医療介護総合確保基金事業
・病床機能の分化・連携推進
・在宅医療の充実
・医療従事者の確保・養成

補
助
金

・法第４条１項に定める県計画に記載された事業の実
施

　 60,957 53,201 38,874 37,298 0

小児初期救急医療体制整備事業
・小児救急電話相談（＃8000）事
業

委
託

・小児患者の保護者に対する電話相談事業をNPO法人
e-MADOこどもの病気の総合ケアネットに委託

　 12,252 12,252 13,052 12,252 0

小児初期救急医療体制整備事業 ・小児初期救急医療体制整備事業
補
助
金

・小児初期救急の医療提供体制整備のため、11施設へ
運営費を補助

　 20,643 20,049 19,000 19,000 0

小児救命救急センター運営事業 ・小児救命救急センター運営事業
補
助
金

・小児救命救急の医療提供体制整備のため、長野県立
こども病院へ運営費を補助

　 70,538 70,538 70,538 70,538 0

地域療育支援施設運営事業 ・地域療育支援施設運営事業
補
助
金

・新生児集中治療室（NICU）の長期入院児について、
在宅への円滑な移行を図るため、長野県立こども病院
へ運営費を補助

　 39,975 39,975 39,975 39,975 0

公衆衛生専門学校運営費 ・公衆衛生専門学校運営費
直
接 ・公衆衛生専門学校の運営 　 30,086 36,957 39,043 38,593 0

信州母子保健推進センター事業 ・信州母子保健推進センター事業
直
接

・母子保健推進協議会、母子保健推進会議の開催
・母子保健推進員による市町村母子保健支援
・母子保健事業情報収集、分析

　 7,623 6,321 4,252 4,252 35

母子保健推進事業
・妊娠・出産相談支援事業
・女性の健康ライフ支援事業
・思春期保健事業

直
接

・指導者研修会の開催
・不妊専門相談リーフレットの作成

　 687 1,384 931 844 0

母子保健推進事業
・妊娠・出産相談支援事業
・女性の健康ライフ支援事業

委
託

・妊娠子育てSOS信州（電話相談）の実施
・不妊専門相談センターの実施

　 3,307 3,101 3,337 3,337 161

心身障害発生予防事業
・先天性代謝異常等検査事業
・ハイリスク母子保健対策事業
・難聴児支援センター事業

直
接

・マス・スクリーニング連絡協議会の開催
・巡回相談

　 2,461 2,195 974 974 0

心身障害発生予防事業
・先天性代謝異常等検査事業
・難聴児支援センター事業

委
託

・先天性代謝異常等検査
・難聴児支援センターの運営

　 60,024 58,498 58,498 57,072 0

母子医療給付事業
・未熟児養育医療費等給付事業
・小児慢性特定疾病医療支援事業

負
担
金

・未熟児養育医療費の助成
・小児慢性特定疾病に係る医療費の一部助成

　 500,844 497,586 510,929 511,003 -8,412

母子医療給付事業
・不妊に悩む方への特定治療支援
事業

補
助
金

特定不妊治療費の一部を助成 　 360,450 339,975 336,225 336,225 24,782

母子医療給付事業 ・不育症治療支援事業
扶
助
費

・不育症に係る治療費助成 　 5,000 1,500 1,000 1,000 0

歯科保健総合推進対策事業
・8020運動普及啓発事業
・口腔保健支援センター事業

直
接

・よい歯のコンクールの実施
・長野県歯科保健推進県民会議の開催
・市町村歯科保健担当者研修会の開催

3,715 1,190 4,179 3,827 0

歯科保健総合推進対策事業

・8020運動推進特別事業
・歯科医療安全管理体制推進特別
事業
・口腔保健支援センター事業

委
託

・8020運動推進のための専門的研修会の開催
・歯科医療安全管理のための研修会の開催

8,108 7,250 4,773 4,538 198

健康センター運営事業

・旧伊那総合健康センター改修工
事
・旧伊那総合健康センター土地賃
借料

直
接

旧伊那総合健康センターの改修工事 32,039 13,815 15,339 13,925 0

1,395,764 1,343,644 1,340,847 1,334,581 19,628 0
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11
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合　　　　計
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主な点検
区分結果

1

1

2

3

30年度 県民協働事業改善
備　考
(H29事業
番号)当初

(千円)
当初
(千円)

要求
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

実施
年度

保健・疾病対策課
□当初要求　　□当初予算案

■補正予算案　□点検

細事業
No

細事業名 項目

実
施
方
法

30年度　実施内容 30年度　実施内容（実績）
30年度
実施
状況

事業番号
事　業　名 母子・歯科保健対策推進事業 部局 健康福祉部 課・室


